「働く」を支援する　　　　二田　佐知子

　先日、公益財団法人ヤマト福祉財団主催である「障がい者の働く場パワーアップフォーラムという研修に参加した。主催であるヤマトとは、宅急便業界ではトップクラスであるクロネコヤマトのことである。ヤマトは、宅急便だけでなく、平成5年に（財）ヤマト福祉財団を発足し、平成２７年障害者のクロネコＤＭ便配達事業を開始している。この事業を請け負っている大阪の事業所の理事長は、障がい者だからといって、「委託業者の思うようにさせない」、「作業の合理化を計る」、「委託費の価格や工賃等は自分たちが決める」ということを念頭においているとのことであった。
[bookmark: _GoBack]　工賃アップを目指すために、様々な事業や仕事を請け負っている事業所が大半である。できるだけ工賃が支払えるように、委託事業者からの仕事を請け負うことを中心に考えていた。しかし、工賃を支払うことだけでなく、できるだけ高い工賃が支払えるように、また毎月決められた金額の給料が支払える施設へと考えを転向していかなければならない。原価から収入・支出・利益計算を行い、数値目標を決定していくという計画性を持って、利用者の方に仕事を提供していくことが必要である。また、全国の平均工賃では、高くて2万円／月に支払っている県もあることから、工賃アップにつなげていけるよう、法人全体で取り組みを考えていかなければならない。利用者一人一人が、障害基礎年金と工賃で自宅だけでなく、地域やグループホームでの生活ができるような仕事を提供していくことが今後の方向性として支援していくことが求められているのではないだろうか。
